
 

5 オゾン及び粒子状物質に係る解析 
 

平成 26 年(2014 年)3 月に改訂された越境大気汚染・酸性雨長期モニタリング計画では、

越境大気汚染問題への関心の高まりを受け、酸性沈着のみならずオゾン(O3)及び粒子状物

質(PM)についても監視するとともに、PM2.5 モニタリングの拡充等を行うことを明確にし

ている。本章では、特に O3、粒子状物質等の大気汚染物質に着目して、これまで蓄積され

たデータを用いたトレンド解析、数値モデルを用いた越境大気汚染現象の解析について、

現時点で得られた知見を示す。 
 
5.1 オゾン及び粒子状物質の長期的傾向及びトレンド解析 

 

5.1.1 オゾン 

平成 12 年度(2000 年度)から平成 29(2017 年度)における O3 年平均濃度の経年変化を図

5-1-1 に示す。評価にあたっては全国平均値のほか、測定地点を遠隔地域及びそれ以外の

非遠隔地域に分けてそれぞれ平均値を求めた。また、高山地点(八方尾根、赤城)は過去の

報告でも他の地点と比較して高い値で推移しているため個別に評価し、前述の平均値の算

出には含めなかった。なお、2010～2011 年度に順次 O3 計校正方法が切り替えられたが、

このこと自体は長期的傾向の評価に大きな影響を及ぼすものではないと考えている。 

期間を通じて、非遠隔地域よりも遠隔地域で O3 濃度が高い傾向であった。これは、図

3-1-24 に示すとおり O3 と反応する窒素酸化物の濃度が遠隔地域で低く、窒素酸化物との

反応による O3 の消失が少ないためであると考えられる。また、遠隔地域の年平均濃度の

長期的傾向は、2007 年度まで上昇傾向であったが、2008 年度以降は有意な増減傾向は見

られていない。 

 
図 5-1-1 遠隔地域及び非遠隔地域における O3 年平均濃度の経年変化 

完全度 70%未満の年間値は含めずに計算した。 

 

この変動傾向の変化については、八方尾根における解析で気候変化が長距離輸送パタ

ーンに影響を及ぼすことが示されている[1]。また、2008 年に「リーマン・ショック」で

経済活動が落ち込み、温室効果ガスの年間排出量が減っている報告もある[2]。気候変
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動、排出量の長期変動と O3 濃度に及ぼす影響について、今後の推移を注視する必要があ

る。 

地点ごとの O3 濃度の経年変化を図 5-1-2 に示す。遠隔地域と非遠隔地域を、さらに地点

別に示した。2003 年度から 2017 年度の 15 年間の長期的傾向については、利尻(-0.49 ppb y-

1)、竜飛岬(-0.76 ppb y-1)、佐渡関岬(-0.32 ppb y-1)、八方尾根(-0.89 ppb y-1)、)、蟠竜湖(-0.20 

ppb y-1)、小笠原(-0.76 ppb y-1)、えびの(-0.86 ppb y-1) 、赤城(-1.11 ppb y-1)で有意な減少傾向

(p < 0.05)を示し、落石岬(+0.24 ppb y-1)、隠岐(+0.21 ppb y-1)で有意な増加傾向(p < 0.05)を示

した。 

 

 

図 5-1-2 各地点の O3 濃度の経年変化 

完全度 70%未満の年間値は表示しない。 

 

2008 年度から 2017 年度の 10 年間を 5 年ごとに前後半に分割し、各月のデータを比較し

たグラフを図 5-1-3 に示す。なお、評価にあたっては、双方の期間で年間データの完全度

が 75%以上の年が 4 年以上であった 14 地点を対象とした。 
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図 5-1-3 2008～2012 年度及び 2013～2017 年度の月別 O3 濃度の推移(1/3) 
完全度 70%未満の月間値は含めずに計算した。 

エラーバー：月間値(有効データのみ)の平均値±標準偏差の範囲 
#：統計的に有意な差(p<0.05)があった月 
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図 5-1-3 2008～2012 年度及び 2013～2017 年度の月別 O3 濃度の推移(2/3) 
完全度 70%未満の月間値は含めずに計算した。 

エラーバー：月間値(有効データのみ)の平均値±標準偏差の範囲 

#：統計的に有意な差(p<0.05)があった月 
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図 5-1-3 2008～2012 年度及び 2013～2017 年度の月別 O3 濃度の推移(3/3) 

完全度 70%未満の月間値は含めずに計算した。 

エラーバー：月間値(有効データのみ)の平均値±標準偏差の範囲 
#：統計的に有意な差(p<0.05)があった月 

 
東日本地域の落石岬、西日本地域の筑後小郡、隠岐、辺戸岬では秋(11 月)から冬季(2 月)

の月間値が後半の方が有意に高く、差の範囲は 5 ppb～10 ppb であった。一方、利尻、佐渡

関岬、八方尾根、蟠竜湖において、前半と比較して後半の O3 濃度が有意に低い月がみら

れ、主に春季～秋季に多く、その差は 6～13 ppb であった。 

環境省から各都道府県および政令市に発出された文書では、年間 99 パーセンタイル値

の 3 年移動平均値を光化学オキシダントの環境改善効果を適切に示すための指標として推

奨している。本解析では、過去 11 年間の国設酸性雨局のオゾン測定結果から日 高 8 時間

値を算出し、日 高 8 時間値の①年間 大値、③年間 99 パーセンタイル値の 3 年移動平

均値、③年間 98 パーセンタイル値を算出した。これらの値とこれまで解析に用いてきた年

平均値との比較考察を行った。 

日 高 8 時間値から算出した各パーセンタイル値及び年平均値について、2005～2017 年

度の経年変化を図 5-1-4 に、各測定所について 2005～2017 年度の年間値の推移から回帰直

線を作成し、求められた増減トレンドを表 5-1-1 に示す。表中の網掛けは 95%信頼区間で

有意であった結果を、下線は 99%信頼区間で有意であった結果をそれぞれ表す。 

表 5-1-1 に示すように、日 高 8 時間値から求めた 大値、99 パーセンタイル値の 3 年

移動平均値、98 パーセンタイル値において増減トレンドがほぼ等しかった。これに対し年

平均値では 大値、 小値間の差が少なく、他の指標と比べて異なる増減トレンドを示す

地点もあった。日 高 8 時間平均値の年間 99 パーセンタイル値の 3 年移動平均値につい

て有意差検定を行ったところ、利尻(-1.3 ppb y-1)、竜飛岬(-2.4 ppb y-1)、佐渡関岬(-0.8 ppb y-

1)、八方尾根(-2.1 ppb y-1)、辺戸岬(-0.8 ppb y-1)、赤城(-3.1 ppb y-1) 、新潟巻(-1.3 ppb y-1) 、

えびの(-3.3 ppb y-1)、屋久島(-1.1 ppb y-1)の以上 9 地点で有意な減少傾向(p < 0.05)がみられ

た。一方、対馬(+1.1 ppb y-1)では有意な増加傾向(p < 0.05)がみられた。その他 13 地点では、

有意な増減傾向はみられなかった。 
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表 5-1-1 測定所ごとの 2005～2017 年度間の O3 日 高 8 時間値の増減トレンド 

（単位：ppb/年） 

地点 大値 99%値の 

の 3 年移動

平均値 

98%値 年平均値 

利尻 -1.0  -1.3 -0.5  -0.5  

落石岬 -0.7  -0.1 +0.3  +0.2  

竜飛岬 -1.6  -2.4 -1.5  -1.1  

佐渡関岬 -0.5  -0.8 -0.4  +0.2  

八方尾根 -3.1  -2.1 -1.9  -0.4  

伊自良湖 -0.6  -1.2 +0.0  +0.4  

隠岐 +0.7  +0.3 +0.7  +0.2  

蟠竜湖 -0.3  -0.3 -0.2  -0.2  

檮原 -0.3  -0.1 -0.1  -0.4  

辺戸岬 -0.9  -0.8 -0.7  -0.2  

小笠原 +0.3  +0.1 +0.1  +0.2  

札幌 -1.5  -1.7 -0.9  +0.1  

箟岳 -0.7  -0.5 -0.3  -0.2  

赤城 -3.1  -3.1 -2.4  -1.2  

新潟巻 -1.5  -1.3 -0.6  -0.1  

越前岬 +0.1  -0.2 -0.5  -0.3  

尼崎 +0.8  -0.1 +0.7  +1.3  

筑後小郡 -0.5  -0.9 -0.2  +0.4  

大分久住 +0.4  +0.6 +0.4  +0.4  

五島 -0.9  -0.9 -1.0  +0.0  

対馬 +1.0  +1.1 +1.0  +0.2  

えびの -2.7  -3.3 -2.8  -1.2  

屋久島 -2.0  -1.1 -1.5  +0.7  

 

注：網掛けは 95%信頼区間で有意、下線は 99%信頼区間で有意を示す。 
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5.1.2 PM10 及び PM2.5 

平成 11 年度(1999 年度)から 2017 年度における PM10 濃度、PM2.5 濃度及び PM2.5/PM10 比

の経年変化を図 5-1-5 に示した。 

 

 
図 5-1-5 PM10 濃度、PM2.5 濃度及び PM2.5/PM10 比の経年変化 

完全度 70%未満の年間値は表示しない。 
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調査期間を通して、PM10 濃度は小笠原及び八方尾根において低く、辺戸岬、隠岐及び

幡竜湖で高かった。また、PM2.5 濃度は PM10 濃度と連動した変動を示し、PM2.5/PM10 比は

期間を通じてほぼ一定で、概ね 0.4～0.6 の間で推移した。 

2003 年度から 2017 年度の 15 年間の長期的傾向については、利尻 PM2.5(-0.09 μg m-3 y-

1)、佐渡関岬 PM10(-0.29 μg m-3 y-1)、八方尾根 PM10(-0.20 μg m-3 y-1) )、伊自良湖 PM10(-0.40 

μg m-3 y-1) 、蟠竜湖 PM10(-0.53 μg m-3 y-1) 、檮原 PM10(-0.48 μg m-3 y-1) 、辺戸岬 PM10(-

0.41 μg m-3 y-1)で有意な減少傾向(p < 0.05)を示し、小笠原 (-0.40 μg m-3 y-1)で PM10 の有意

な増加傾向(p < 0.05)を示した。 

2008 年度から 2017 年度の 10 年間を 5 年ごとに前後半に分割し、各月のデータを比較し

たグラフを図 5-1-6 に示す。なお、評価にあたっては、双方の期間で 4 以上の年間データ

が完全度 75%を満たした 10 地点、延べ 13 項目を対象とした。 

隠岐、小笠原では、前半と比較して後半に PM10 濃度の月間値が有意に低い月がみられ

た。また、落石岬では春季に後半の方で PM2.5 濃度が顕著に低くなる傾向が見られ、4 月に

は 8 μg m-3 の有意な差がみられた。辺戸岬については、2009 年 3 月に 78 μg m-3 の特異的な

高濃度が観測されたため、前半 5 年間の PM10 濃度が高くなった。 

 

＜PM10 濃度＞ 

 
図 5-1-6 2008～2012 年度及び 2013～2017 年度の月別 PM10 および PM2.5 濃度の推移(1/3) 

完全度 70%未満の月間値は含めずに計算した。 

エラーバー：月間値(有効データのみ)の平均値±標準偏差の範囲 
#：統計的に有意な差(p<0.05)があった月 
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図 5-1-6 2008～2012 年度及び 2013～2017 年度の月別 PM10 および PM2.5 濃度の推移(2/3) 
完全度 70%未満の月間値は含めずに計算した。 

エラーバー：月間値(有効データのみ)の平均値±標準偏差の範囲 

#：統計的に有意な差(p<0.05)があった月 
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＜PM2.5 濃度＞ 

 
図 5-1-6 2008～2012 年度及び 2013～2017 年度の月別 PM10 および PM2.5 濃度の推移(3/3) 

完全度 70%未満の月間値は含めずに計算した。 

エラーバー：月間値(有効データのみ)の平均値±標準偏差の範囲 

#：統計的に有意な差(p<0.05)があった月 

 

5.2 大気モデルを用いた我が国への越境大気汚染現象の解析 

国設酸性雨局による長期モニタリングは、測定局周辺の大気汚染による影響の長期的傾

向を把握する上で有用である。一方、日本及び周辺域の大気汚染物質の濃度、沈着量分布、

及び長距離輸送量を明らかにするためには、モニタリングの結果と組み合わせたモデル解

析が必要となる。本項では、オゾン(O3)、粒子状物質(PM)の発生源寄与解析、酸性物質の

大気モデル解析を行った、 近の研究事例を示す。なお、ここで示した研究事例はいずれ

も、大気シミュレーションモデルの再現性の評価等に越境大気汚染・酸性雨長期モニタリ

ングデータが活用され論文となったものである。 

 

5.2.1 オゾンのソース・レセプター解析 

オゾンの発生源寄与を同定することは、近年大気汚染物質の排出が著しい東アジアにと

って重要である。板橋らは CMAQ と Higher-order Decoupled Direct Method (HDDM)を用い

て東アジアにおけるオゾン発生源寄与の季節変動を解析し、春季には中国からの寄与が

大になることがわかった[3]。また、板橋らは HDDM による感度解析と Ozone Source 

Apportionment Technology (OSAT)によるマスバランス解析によって、発生源寄与を計算した
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[4]。それによると、中国からの排出源を 50%削減したときに、3 ppbv のオゾン濃度の変動

があり、100%削減したときに、4 ppbv のオゾン濃度の変動があった。Li らはタグ付きトレ

ーサー法を用いてオゾンのソース・リセプター解析を行い[5]、日本と朝鮮半島の遠隔地域

では、50～80%が長距離輸送に由来することを示している。 

低くなったと考えられる。 

 

5.2.2 PM2.5 のソース・レセプター解析 

PM2.5 のソース・レセプター解析の研究事例は、越境大気汚染・酸性雨長期モニタリング

報告書（2008～2012 年度）で紹介されたが、その後更に研究事例が報告されている。池田

ら[6] は 2010 年を対象とした日本全体の PM2.5 の発生源解析を行ったが、西日本では年平

均 PM2.5 濃度に対する中国からの寄与は 50～60％であり、関東では 40%と算出された。 

また、中国の研究グループによる解析結果も報告されている。Zhang らは Source-oriented 

chemical transport model を用いて中国における PM2.5 中の硝酸塩、硫酸塩の発生源解析を行

った[7] が発電所が も大きな発生源であり、次いで移動発生源、工業起源が重要な発生

源であると示された。 

 

5.2.3 酸性物質の大気モデル解析 

硫黄化合物の大気濃度はモデル再現性が良いため、ソース・リセプター解析の研究事例

がいくつか見られる。板橋ら[8] は DDM を用いて硫酸塩のソース・リセプター解析を行っ

ており、梶野ら[9]は、北東アジアにおける硫黄化合物の大気沈着量のソース・リセプター

解析を行った。 

 

5.2.4 PM2.5 のシミュレーションモデルの再現性及び精緻化に関する研究 

日本における PM2.5 の地域汚染および長距離輸送の大気モデルによる評価の研究が多く

成されている。嶋寺らは 2010～2011 年を対象にして CMAQ v5.0.2 による PM2.5 のモデル

解析を行った[10]。PM2.5 の時空間変動パターンをよく再現できていたが、表 5-1-2 のよう

に日本の平均で PM2.5 の約 15%過小評価、北京で約 8%過大評価していた。 
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表 5-1-2 日本および北京における SO2、NO2、PM2.5 濃度のモデルと観測値の統計比較 

 
 

長距離輸送の寄与は、ベースのモデルシミュレーションとアジア大陸の排出量をゼロに

したときの差分で評価した。図 5-1-7 に日本の各地点における PM2.5 濃度と成分濃度の観測

値とモデル値の比較、長距離輸送の寄与量を示す。PM2.5 の長距離輸送は平均で 50%と評価

され、西日本の地点で寄与量が高い傾向が示された。地域汚染が起こっている期間におい

て PM2.5 濃度は 26%過小評価しており、長距離輸送が起こっている期間(10%)よりも過小評

価の程度が大きかった。従って、日本国内の PM2.5 の排出、生成、消滅過程の精緻化が必

要である。 
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図 5-1-7 日本の各地点における PM2.5 濃度と成分濃度の観測値とモデル値の比較、長距 

離輸送の寄与量 
 

森野らは、2012 年に全国 12 地点で同時観測した PM2.5 成分と secondary organic aerosol 

(SOA) yield model と volatility basis set (VBS) model による感度計算値との比較解析を行った

[11]。表 5-1-3 に示すように夏季における SO4
2–、NO3

–、NH4
+は良く再現できていたが、冬

季と春季においては、SO4
2–はモデルが過小評価しており、NO3

–は過大評価していた。観測

では元素状炭素(EC)と有機エアロゾル(OA)は都市域の方が遠隔地点よりも濃度が高かっ

たが、モデルでは空間分解能が高くないために両者の違いが再現できなかった。 

後藤らは、global nonhydrostatic model を日本のエアロゾルシミュレーションに適応した

研究を行った[12]。東アジア地域では SO4
2–、SO2 の観測値とモデル値の相関は良かったが、

SO4
2–は 40%、SO2 は 50%過小評価していた。表 5-1-4 に示すように日本の各地点において

PM2.5 濃度はモデル値が過小評価しており、中国における大気濃度の過小評価と降水量の

不確かさの影響が大きいと考察している。 
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表 5-1-3 SO4
2–、NO3

–、NH4
+、EC、OA 濃度のモデルと観測値の比較結果 

 
 

表 5-1-4 日本の各地点における PM2.5 濃度のモデルと観測値の比較 

 

金谷らは、東シナ海の日中韓 3 カ国の観測地点における PM2.5、有機エアロゾル濃度の

観測値とモデル値の比較を行った[13]。図 5-1-8 に日中韓の各地点における PM2.5 成分濃度

の観測値とモデル値の平均濃度を示す。粒子成長過程を改良した場合には、観測値との比

が 0.30-0.35 から 0.34-1.28 と過小評価の程度が低減された。PM2.5 濃度も観測値との比が

0.67-0.91 から 0.68-0.95 と改善された。 
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図 5-1-8 日本(福江)、中国(如東県)、韓国(済州島)の各地点における PM2.5 成分濃度の観

測値、従来のモデル値、粒子成長過程を改良したモデル値の比較、 
 

その他、化学輸送モデルとレセプターモデルを組み合わせた、排出量データのバイアス

因子の抽出に関する研究[14]、トレーサー法による日本の PM2.5 の発生源寄与評価に関する

研究[15]、PM2.5 による健康影響のモデル解析関する研究[16], [17]が日本人研究者によって

行われている。また、国立環境研究所の茶谷らが中心となって、日本における大気質モデ

ル間相互比較研究(J-STREAM)が進められている[18]。 

また、中国、韓国の研究者によっても多くの PM2.5 のモデル研究が成されており、中国

の Zhang らは東アジアにおける WRF/Chem の精緻化と感度計算の研究を行っており、PM2.5

も対象としている[19], [20]。また、韓国の Lee らは、モデルの解像度とパラメータ化が雲

生成、降水のシミュレーションとエアロゾルとの相互作用に与える影響に関する研究を行

っている[21]。 
 

5.2.5 アジア域排出インベントリシステムの開発、排出量変化分析 

環境省環境研究総合推進費「SLCP の環境影響評価と削減パスの探索による気候変動対

策の推進」(S-12)のテーマ 1「大気質変化事例の構造解析と評価システムの構築」では、マ

ルチスケール大気質変化評価システムの構築を目指して、アジア域排出インベントリシス

テムの開発を行っている。 

2016 年に作成された中間研究等成果報告書では、アジア域排出インベントリ REAS 

2.1(Regional Emission inventory in ASia version 2.1)における課題点を改善した、排出インベ

ントリ REAS 2.2 によるアジアにおける汚染物質排出量変化分析の結果を示している。な
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お、REAS 2.2 では、各国・領域の特性に応じた排出量推計を行っている。図 5-1-9 にアジ

ア域における 1950-2010 年の SO2、NOx 地域別排出量の経年変化を示す。 

 

図 5-1-9 アジア域における 1950-2010 年の SO2、NOx 地域別排出量 
 

1950-2010 年の 60 年間の間に、アジアにおける排出量は、SO2 で約 20 倍、NOx では約 27

倍の増加を示しており、他の大気汚染物質についても同様に大幅な増加を見せている。ア

ジア域における近年の 大排出国は中国、次いでインドであるが、過去においては状況が

異なっており、1960 年頃から、SO2 は 1970 年頃まで、NOx は 1980 年頃までにおいて、

大の排出国は日本であった。東南アジア、南アジア諸国の大気汚染物質排出量は、経済発

展に合わせて、近年増加率が上昇している。その他東アジア諸国の大気汚染物質排出量は

減少傾向にあるが、これは主要排出国である韓国や台湾で行われている排出規制の効果が

反映されているためである。 

同報告書では、セクター及び燃料種類別に排出量長期トレンドの特徴についての考察も

行っている。SO2 については、全ての期間において産業部門からの排出がコンスタントに

大きな割合を占めており、燃料種類は大部分が石炭を起源としている。発電部門からの寄

与については、1980 年半ば頃から増加し始め、2000 年代前半から急増した後、2006 年頃

から減少に転じている。これらの特徴は全体的には主要排出国の中国のトレンドを反映し

ている。NOx については、発電及び産業部門に加え、自動車からの寄与が大きく、過去か

ら現在にかけてアジア全域ではコンスタントに上昇を続けている。PM2.5 については産業

部門、家庭部門の寄与が大きく、近年は産業プロセスや自動車の寄与も増加している。    

図 5-1-10 は、日本における 1950-2010 年の SO2、NOx、PM2.5、BC のセクター別排出量の経

年変化を示したものである。1960 年頃から発電及び産業部門の SO2 排出量が急増している

が、1970 年頃から発電所及び工場への脱硫装置の設置による減少に転じ、現在では、人為

発生源からの SO2に起因する大気汚染は局所的なものを除いてほぼ解消された状況となっ

ている。NOx については、1960 年頃から 1970 年頃にかけての排出量の増加状況は SO2 と

ほぼ同様であるが、SO2 の排出量が減少に転じた後も NOx は緩やかに上昇を続け、1980 年
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頃以降は減少傾向に転じた。この傾向の推移は、SO2 の場合に比べて対策がやや遅れて開

始されたこと、大幅かつ即効性のある対策の導入が容易でないことが要因である。PM2.5 及

び BC については、SO2 及び NOx よりも早い 1950 年代後半から排出量の増加が始まって

いる。PM2.5 の排出量については、1990 年代以降工場に設置された高度な脱塵設備の効果

により大幅に小さくなっているが、BC は 1970 年代以降自動車起源排出量が大部分を占め、

1990 年頃まで増加した後、排ガス対策により減少に転じている。 

 

 

図 5-1-10 日本における 1950-2010 年の SO2、NOx、PM2.5、BC セクター別排出量 

 
5.2.6 日本の大気汚染物質排出インベントリ（NEI）、MICS-Asia Phase III 排出インベ

ントリの整備 

環境省では、2013 年度から「PM2.5 排出インベントリ及び発生源プロファイル策定検討

会」において、JEI-DB(JATOP Emission Inventory Data Base)をベースとした大気汚染物質排

出インベントリの整備を進めているところであり、今後、継続的に大気汚染物質排出イン

ベントリを整備、更新するために、インベントリ整備の方向性や対象範囲を定める必要が

ある。 

大気環境学会は、2015 年度に排出インベントリ研究会を立ち上げ、国として整備すべき

大気汚染物質排出インベントリ(National Emission Inventory：NEI)のフレームワークについ

て検討を行っている。本項では、研究会で取りまとめられたフレームワークの概要につい
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て説明する。 

図 5-1-11 に NEI の役割を示す。NEI を利用して大気汚染シミュレーションや、それに基

づく影響評価を行うこと、更にそれらの結果に基づいて対策を実施することなど、全体の

流れのなかで NEI のフレームワークを考える必要がある。 

 
図 5-1-11 NEI の役割 

 

この役割を果たすために、国内の主要発生源を網羅した排出インベントリ(NEI)を国が責

任をもって作成する必要がある。整備すべき NEI として、排出インベントリ研究会は図 5-

1-12 に示すシステムの基本構造を提案している。 

【レベル 1】 
排出量に関する国・行政区単位の情報。国の責任のもと、強制力をもってデータを収集・

整備し、継続的に整備する。可能であれば、国家統計として位置づける。 

【レベル 2】 

レベル 1 のデータをもとに、シミュレーションによる政策評価等に使用できるように空間

分解・編集した排出量データを整備する。 

 

  【レベル１】           【レベル２】        【レベル３】 

 

 

 

 

                      

           

 

排出基礎情報 

《国、行政区単位》 

＊国が強制力をもっ

てデータを収集・整

備 

＊国家統計データ化

について検討 

シミュレーション入力用 

１次データ 

《３次メッシュ、点、線》 

＊国土数値情報のイメージ 

国の業務で作成

したシミュレー

ションモデル 

入力データ 

時空間・化学物質成分 

分解情報 

（ツール、DB、マニュアル） 

図 5-1-12 目指すべき排出インベントリ(NEI)システムの基本構造 

 
【レベル 3】 

排出インベントリ

シミュレーションモデル

将来環境予測

環境影響評価

対策の検討

環境モニタリング

排出実態の把握

発生源対策
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国の事業で整備したモデルへの入力データを保存・公開することにより、国の事業の継続

性を担保するとともに、自治体等での対策検討における活用、研究者による検証等が可能

な状態にしておく。 

国内には、国が整備している複数の排出インベントリがある。中でも、国立環境研究所

温室効果ガスインベントリオフィス(GIO)が整備している温室効果ガスインベントリは、大

気汚染物質の排出インベントリと構造が類似しており、温室効果ガスだけではなく、前駆

物質等(NOx、CO、NMVOC、SOx)の排出量についても報告されている。したがって、NEI

を国際的に公式な大気汚染物質の排出インベントリとするならば、両インベントリに共通

する物質については、排出量の推計値を整合させることが必須になる。 

今後想定される NEI 整備ロードマップとして、①短期的目標(1～2 年程度)：NEI システ

ム設計、整備・運用方法の検討と体制整備、②中期的目標(3～5 年程度)：NEI システムの

整備と運用、運用結果に基づく改良、③長期的目標(5～10 年程度)：関連する排出インベン

トリの統合化が挙げられる。 

アジア大気汚染研究センターと中国大気物理研究所(CAS/IAP)の共同研究プロジェクト

である、長距離輸送モデルの国際比較第 3 期プロジェクト(MICS-Asia Phase III)において、

モデル相互比較に使う排出インベントリの共通データの作成(Mosaic Asian Anthropogenic 

Emission Inventory for the MICS-Asia, MIX inventory)を行った[22]。 

日本は JEI-DB および Ocean Policy Research Foundation (OPRF) のデータ、中国は清華大

学  (アンモニアのみ北京大学) のデータ、韓国は国立環境研究院  (National Institute of 

Environmental Research, NIER) の Clean Air Policy Support System (CAPSS) データ、インド

の SO2、BC、OC は米国アルゴンヌ国立研究所 David Streets らのグループのデータ、他の

アジア諸国は Regional Emission inventory in Asia (REAS) version 2 によるデータをそれぞれ

組み合わせて作成されている。自然起源排出量は、植物起源は Model of Emissions of Gases 

and Aerosols from Nature (MEGAN) によるデータ、バイオマス燃焼は Global Fire Emissions 

Database (GFED) version 3.1、火山起源 SO2 は，Aerosol Comparisons between Observations and 

Models (AEROCOM) および日本の主要火山については気象庁によるデータが使用されて

いる。 

現在、MIX inventory は MICS-Asia Phase III におけるモデル比較研究の参画者のみに配布

しているが、関連論文の発表後には外部公開することを予定している。 

 
5.3 オゾン、粒子状物質の長期的傾向、トレンド解析のまとめ 

 O3 濃度の日 高 8 時間平均値の年間 99 パーセンタイル値の 3 年移動平均値を用いて解

析したところ、利尻(-1.3 ppb y-1)、竜飛岬(-2.4 ppb y-1)、佐渡関岬(-0.8 ppb y-1)、八方尾根

(-2.1 ppb y-1)、辺戸岬(-0.8 ppb y-1) )、赤城(-3.1 ppb y-1) 、新潟巻(-1.3 ppb y-1) 、えびの(-

3.3 ppb y-1)、屋久島(-1.1 ppb y-1)の以上 9 地点で有意な減少傾向(p < 0.05)がみられた。一
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方、対馬(+1.1 ppb y-1)では有意な増加傾向(p < 0.05)がみられた。その他 13 地点では、有

意な増減傾向はみられなかった。 

 O3 濃度については期間を通じて、非遠隔地域よりも遠隔地域で濃度が高い傾向であっ

た。また、長期的傾向については遠隔地域、非遠隔地域ともに、2007 年度まで増加傾向

であったが、2008 年度以降減少傾向に転じている。この変動傾向の変化については、測

定年数が短く、原因が明らかでないため、今後の推移を注視する必要がある。 

 東日本地域の落石岬、西日本地域の筑後小郡、隠岐、辺戸岬では秋季(11 月)から冬季(2

月)の O3 濃度月間値が 2008～2012 年度より 2013～2017 年度の方が有意に高かった、一

方、利尻、佐渡関岬、八方尾根、蟠竜湖において、2013～2017 年度 O3 濃度が有意に低

い月がみられた。 

 調査期間を通して、PM10 濃度は小笠原及び八方尾根において低く、辺戸岬、隠岐及び幡

竜湖で高かった。また、PM2.5 濃度は PM10 濃度と連動した変動を示した。隠岐、小笠原

では、2008～2012 年度より 2013～2017 年度に PM10 濃度の月間値が有意に低い月がみ

られた。また、落石岬では春季に 2013～2017 年度の方で PM2.5 濃度が顕著に低くなる

傾向が見られた。 

 ソース・レセプター解析から、春季には中国からの日本への O3 濃度寄与が 大になり、

西日本では年平均 PM2.5 濃度に対する中国からの寄与は 50～60％であり、関東では 40%

と算出された。 

 O3、PM 濃度の増減トレンドについては、一貫した傾向が見られないものの、アジア大

陸からの日本への長距離輸送の影響が観測およびモデル解析の結果から見られており、

今後の推移を注視する必要がある。 
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